[bookmark: _GoBack]（様式２）
事業計画書

１．申請者の概要　※採択時に一部の情報を公表します。
（１）応募申請者の概要
	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	商号又は名称：

	
	商号又は名称（カナ）：

	
	法人代表者役職：

	
	法人代表者名：

	
	郵便番号：

	
	本社所在地：

	
	資本金・出資金（円単位）：　　　　　　　　　　　円

	
	従業員数：　　　　　　　　　　　人

	
	創業・設立日（西暦）：

	
	電話番号：
	FAX番号：

	
	Webサイト：

	
	[bookmark: _Hlk134529338]≪補助事業の主たる事業実施場所≫

	
	☐  本社所在地と同一　 ☐ 本社所在地と異なる
	☐  国内　　 ☐  海外

	
	郵便番号：

	
	所在地：

	
	事業所名：

	
	電話番号：
	FAX番号：

	
	担当者の役職及び氏名：［役職］　　　　　　　　　　　　　　［氏名］

	
	担当者のメールアドレス：

	
	担当者電話番号：
	携帯電話：




[bookmark: _Hlk134529491]　（２）株主等一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０　　　年　　　月　　　日現在）
	[bookmark: _Hlk134534302]主な株主又は出資者
	株主名
又は出資者名
	株主の資本金/
出資者の出資金※1
	所在地
	申請者への
出資比率(％)

	
	①
	
	
	
	　　　％

	
	②
	
	
	
	　　　％

	
	③
	
	
	
	　　　％

	
	④
	
	
	
	　　　％

	
	⑤
	
	
	
	　　　％

	
	⑥
	ほか　　　　　　人
	　　　％


※1株主/出資者が個人の場合、「-」としてご記載ください。

[bookmark: _Hlk134534828]（３）役員一覧表（監査役・監事を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０　　　年　　　月　　　日現在）
	[bookmark: _Hlk59455728]氏名カナ
	氏名漢字
	生年月日
	性別
	法人名※1
	役職名

	
	
	和暦
	年
	月
	日
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※1当該役員が他法人の役員も兼務している場合、当該法人名も併せてご記載ください。

[bookmark: _Hlk134535277]（４）応募要件の対象事業者であることの誓約	
	１．総務省が定める日本標準産業分類に基づく中分類「79 その他の生活関連サービス業」 のうち、貴法人が全部又は一部実施している業種として当てはまる業種に☑を入れてください。

· 790　　管理，補助的経済活動を行う事業所（79その他の生活関連サービス業）
☐ 7900　　主として管理事務を行う本社等
☐ 7909　　その他の管理，補助的経済活動を行う事業所
· 792　　家事サービス業
☐ 7921　　家事サービス業（住込みのもの）
☐ 7922　　家事サービス業（住込みでないもの）
· 793　　衣服裁縫修理業
☐ 7931　　衣服裁縫修理業
· 794　　物品預り業
☐ 7941　　物品預り業
· 795　　火葬・墓地管理業
☐ 7951　　火葬業
☐ 7952　　墓地管理業
· 796　　冠婚葬祭業
☐ 7961　　葬儀業
☐ 7962　　結婚式場業
☐ 7963　　冠婚葬祭互助会
· 799　　他に分類されない生活関連サービス業
☐ 7991　　食品賃加工業
☐ 7992　　結婚相談業，結婚式場紹介業
☐ 7993　　写真プリント，現像・焼付業
☐ 7999　　他に分類されないその他の生活関連サービス業
· ☐上記に該当するものがない　⇒具体的な業種名をお教えください（　　　　　　　　　　　　　　　　）

２．選択した業種を全部又は一部実施していることが分かる資料を添付ください（複数選択可）。
（添付書類）
☐ 営業許可証
☐ 法人事業概況説明書・会社事業概況書
☐ 会社案内等のパンフレット
☐ 会社ホームページのうち事業概要が記載されている箇所のスクリーンショット
☐ その他（　　　　　　　　　　　　　）

[bookmark: _Hlk134535544]３. 経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではない場合は、☑をご記入ください。
☐ 私は、経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者には該当しません。




[bookmark: _Hlk134536049]（５）日本文化等を発信することで外国人の来訪が見込まれる施設を管理・運営する事業者であることの誓約
	[bookmark: _Hlk134536095]１．貴法人が管理・運営する施設が、日本文化等を発信することで外国人の来訪が見込まれるものであることをご説明ください。







２．当該施設を貴法人が管理・運営していることを証明する資料を添付ください（複数選択可）。
（添付書類）
☐ 管理委託契約書
☐ 業務委託契約書
☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）



[bookmark: _Hlk134536254]２．事業概要
（１）事業区分　
今回、応募しようとする事業区分に☑を付してください（複数選択不可）。
　☐ 1. 海外に向けた日本文化等の魅力発信を実施するためのビジネスモデルの構築
· 海外向け広告宣伝
· イベント出展
　☐ 2. 訪日外国人の受入に必要な基盤強化を実施するためのビジネスモデルの構築
· 設備等改修
· 翻訳ツール等導入
· 従業員研修
· 商品設計・開発

[bookmark: _Hlk134536353]（２）補助事業名（正式な事業名を30字程度で記載）　※採択時に公表します。
	



[bookmark: _Hlk134536465]（３）事業の重点施策
	貴法人が抱える課題を述べた上で、選択いただいた事業区分（※）で、どのような施策を重点的に取り組み、課題解決を図っていくか等、簡潔に記載してください。
※１．海外に向けた日本文化等の魅力発信を実施するためのビジネスモデルの構築、２．訪日外国人の受入に必要な基盤強化を実施するためのビジネスモデルの構築、のいずれか）
















[bookmark: _Hlk134538738]３．実施概要
	[bookmark: _Hlk134538776]１．実施する事業の概要（任意で追加資料を添付することも可）
[bookmark: _Hlk134538859]※１. 海外に向けた日本文化等の魅力発信を実施するためのビジネスモデルの構築、の場合
○想定する海外市場、実施方法（専用公式webサイト（ある場合）、具体的に想定するイベント出展等がある場合は日時、会場、など）について、必ず記載。
[bookmark: _Hlk134538933]※２. 訪日外国人の受入に必要な基盤強化を実施するためのビジネスモデルの構築、の場合 
○設備改修、翻訳ツール、商品開発等については、対象物の概要について必ず記載。















	２．本事業の実施方法、実施計画、実施スケジュール











	３．本事業の実施体制（委託・外注先を含む）および各主体の役割
※図表を用いて記載しても可






	４．本事業の実施方法等について、成果を高めるための工夫





	５．本事業終了後の事業展開と目標
（１）次年度以降の予定、将来構想等の計画について記載


（２）補助事業を実施するにあたって設定する今後の目標
1 売上高等の目標
	
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度
	令和8年度

	売上高（円）
	
	
	
	

	売上総利益（円）
	
	
	
	

	営業利益（円）
	
	
	
	



2 インバウンド需要創出の目標
	
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度
	令和8年度

	例：
貴法人施設への海外からの訪問者数（人）
	
	
	
	



※上記①・②は、補助事業完了後、各年度の決算後など、実績が確定した後、交付規程の様式１２　事業実施効果報告書により、速やかに報告を行う必要があります。

	６．本事業の地域経済への波及効果







	７．本事業のインバウンド需要創出に効果的であるポイント







	８．本事業が、ウィズコロナ・アフターコロナに対応するための新たなビジネスモデル転換の事業と認められるポイント







	９．本事業が、少子化対策に貢献するポイント








※本様式は必要に応じて、記載欄を追加・拡大すること。

1

